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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アノード電極と；
　カソード電極と；
　前記アノード電極と前記カソード電極との間に配置された有機電界発光層とを含み、
　前記有機電界発光層が、リン光ドーパントと、次の３つの異なる化合物（ａ）、（ｂ）
及び（ｃ）を含むホスト材料とを含むことを特徴とする有機発光デバイス：
　　（ａ）前記リン光ドーパントの三重項エネルギーよりも大きい三重項エネルギーを有
する電子輸送ホスト化合物；
　　（ｂ）前記リン光ドーパントの三重項エネルギーよりも大きい三重項エネルギーを有
するホール輸送ホスト化合物；
　　（ｃ）分子量が２，０００未満であり、少なくとも２．０ｅＶのバンドギャップを有
し、且つ前記リン光ドーパントの三重項エネルギーよりも大きい三重項エネルギーを有す
る広いバンドギャップを有するホスト化合物；
　ここで、前記（ｂ）の前記ホール輸送ホスト化合物が有機金属錯体である。
【請求項２】
　アノード電極と；
　カソード電極と；
　前記アノード電極と前記カソード電極との間に配置された有機電界発光層と；
　前記有機電界発光層と前記アノード電極との間にホール注入層を含み、
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　前記有機電界発光層が、リン光ドーパントと、次の３つの異なる化合物（ａ）、（ｂ）
及び（ｃ）を含むホスト材料とを含むことを特徴とする有機発光デバイス：
　　（ａ）前記リン光ドーパントの三重項エネルギーよりも大きい三重項エネルギーを有
する電子輸送ホスト化合物；
　　（ｂ）前記リン光ドーパントの三重項エネルギーよりも大きい三重項エネルギーを有
するホール輸送ホスト化合物；
　　（ｃ）分子量が２，０００未満であり、少なくとも２．０ｅＶのバンドギャップを有
し、且つ前記リン光ドーパントの三重項エネルギーよりも大きい三重項エネルギーを有す
る広いバンドギャップを有するホスト化合物；
　ここで、前記（ｂ）の前記ホール輸送ホスト化合物が有機金属錯体である。
【請求項３】
　広いバンドギャップを有するホスト化合物（ｃ）が、ホール輸送ホスト化合物（ｂ）の
バンドギャップ及び電子輸送ホスト化合物（ａ）のバンドギャップと同等又はそれよりも
大きいバンドギャップを有する請求項１及び２のいずれかに記載のデバイス。
【請求項４】
　電子輸送ホスト化合物（ａ）のＬＵＭＯエネルギー準位が、ホール輸送ホスト化合物（
ｂ）のＬＵＭＯエネルギー準位と同等又はそれよりも低い請求項１及び２のいずれかに記
載のデバイス。
【請求項５】
　ホール輸送ホスト化合物（ｂ）のＨＯＭＯエネルギー準位が、電子輸送ホスト化合物（
ａ）のＨＯＭＯエネルギー準位と同等又はそれよりも高い請求項１及び２のいずれかに記
載のデバイス。
【請求項６】
　広いバンドギャップを有するホスト化合物（ｃ）が、小分子である請求項１及び２のい
ずれかに記載のデバイス。
【請求項７】
　有機金属錯体が、イリジウム錯体又は亜鉛錯体である請求項１及び２に記載のデバイス
。
【請求項８】
　電子輸送ホスト化合物（ａ）が、オキサジアゾール、ベンゾイミダゾール、トリアゾー
ル、トリアジン、ベンゾチアゾール、又はカルバゾール化合物である請求項１及び２のい
ずれかに記載のデバイス。
【請求項９】
　電子輸送ホスト化合物（ａ）が、有機金属錯体である請求項１及び２のいずれかに記載
のデバイス。
【請求項１０】
　有機金属錯体が、アルミニウム錯体、亜鉛錯体、又はベリリウム錯体である請求項１及
び２のいずれかに記載のデバイス。
【請求項１１】
　広いバンドギャップを有するホスト化合物（ｃ）の濃度が、１０～６０ｗｔ％の範囲で
ある請求項１及び２のいずれかに記載のデバイス。
【請求項１２】
　電子輸送ホスト化合物（ａ）とホール輸送ホスト化合物（ｂ）の濃度がそれぞれ、１０
～６０ｗｔ％の範囲である請求項１１に記載のデバイス。
【請求項１３】
　リン光ドーパントの濃度が、０．５～１０ｗｔ％の範囲である請求項１２に記載のデバ
イス。
【請求項１４】
　リン光ドーパントが増感剤ドーパントであり、有機電界発光層が発光体ドーパントを更
に含み、前記発光体ドーパントの三重項エネルギーが前記増感剤ドーパントの三重項エネ
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ルギーよりも低い請求項１及び２のいずれかに記載のデバイス。
【請求項１５】
　第１の電極を提供することと；
　前記第１の電極の上に有機電界発光層を形成することと；
　前記有機電界発光層の上に第２の電極を形成することとを含み、
　前記有機電界発光層が、リン光ドーパントと、次の３つの異なる化合物（ａ）、（ｂ）
及び（ｃ）を含むホスト材料とを含むことを特徴とする有機発光デバイスを作製する方法
：
　　（ａ）前記リン光ドーパントの三重項エネルギーよりも大きい三重項エネルギーを有
する電子輸送ホスト化合物；
　　（ｂ）前記リン光ドーパントの三重項エネルギーよりも大きい三重項エネルギーを有
するホール輸送ホスト化合物；
　　（ｃ）分子量が２，０００未満であり、少なくとも２．０ｅＶのバンドギャップを有
し、且つ前記リン光ドーパントの三重項エネルギーよりも大きい三重項エネルギーを有す
る広いバンドギャップを有するホスト化合物；
　ここで、前記（ｂ）の前記ホール輸送ホスト化合物が有機金属錯体である。
【請求項１６】
　第１の電極を提供することと；
　前記第１の電極の上に有機電界発光層を形成することと；
　前記有機電界発光層の上に第２の電極を形成することを含み、
　前記有機電界発光層が、リン光ドーパントと、次の３つの異なる化合物（ａ）、（ｂ）
及び（ｃ）を含むホスト材料とを含むことを特徴とする有機発光デバイスを作製する方法
：
　　（ａ）前記リン光ドーパントの三重項エネルギーよりも大きい三重項エネルギーを有
する電子輸送ホスト化合物；
　　（ｂ）前記リン光ドーパントの三重項エネルギーよりも大きい三重項エネルギーを有
するホール輸送ホスト化合物；
　　（ｃ）分子量が２，０００未満であり、少なくとも２．０ｅＶのバンドギャップを有
し、且つ前記リン光ドーパントの三重項エネルギーよりも大きい三重項エネルギーを有す
る広いバンドギャップを有するホスト化合物；
　ここで、前記（ｂ）の前記ホール輸送ホスト化合物が有機金属錯体である。
【請求項１７】
　有機電界発光層が、ホスト材料の真空熱蒸着により形成される請求項１５、及び１６の
いずれかに記載の方法。
【請求項１８】
　有機電界発光層化合物の２つ以上が真空熱蒸着の前に予め混合される請求項１７に記載
の方法。
【請求項１９】
　電子輸送ホスト材料（ａ）が、オキサジアゾール、ベンゾイミダゾール、トリアゾール
、トリアジン、ベンゾチアゾール、又はカルバゾール化合物である請求項１５、及び１６
のいずれかに記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　特許請求されている発明は、大学・企業の共同研究契約の下記の当事者：Ｕｎｉｖｅｒ
ｓｉｔｙ　ｏｆ　Ｍｉｃｈｉｇａｎ、Ｐｒｉｎｃｅｔｏｎ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ、Ｕｎ
ｉｖｅｒｓｉｔｙ　ｏｆ　Ｓｏｕｔｈｅｒｎ　Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ、及びＵｎｉｖｅｒ
ｓａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎの理事らの１又は複数によって、その
利益になるように、且つ／又は関連して為されたものである。該契約は、特許請求されて
いる発明が為された日付以前に発効したものであり、特許請求されている発明は、該契約
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の範囲内で行われる活動の結果として為されたものである。
【０００２】
　本発明は、有機発光デバイスに関する。
【背景技術】
【０００３】
　有機材料を利用する光電子デバイスは、いくつもの理由から、次第に望ましいものとな
りつつある。そのようなデバイスを作製するために使用される材料の多くは比較的安価で
あるため、有機光電子デバイスは無機デバイスを上回るコスト優位性の可能性を有する。
加えて、柔軟性等の有機材料の固有の特性により、該材料は、フレキシブル基板上での製
作等の特定用途によく適したものとなり得る。有機光電子デバイスの例は、有機発光デバ
イス（ＯＬＥＤ）、有機光トランジスタ、有機光電池及び有機光検出器を含む。
【０００４】
　ＯＬＥＤはデバイス全体に電圧が印加されると光を放出する薄い有機膜を利用する。Ｏ
ＬＥＤは、フラットパネルディスプレイ、照明及びバックライティング等の用途において
使用するためのますます興味深い技術となりつつある。数種のＯＬＥＤ材料及び構成は、
参照によりその全体が本明細書に組み込まれる、特許文献１、特許文献２及び特許文献３
において記述されている。
【０００５】
　リン光性発光分子の１つの用途は、フルカラーディスプレイである。そのようなディス
プレイの業界標準は、「飽和（ｓａｔｕｒａｔｅｄ）」色と称される特定の色を放出する
ように適合された画素を必要とする。特に、これらの標準は、飽和した赤色、緑色及び青
色画素を必要とする。色は、当技術分野において周知のＣＩＥ座標を使用して測定するこ
とができる。
【０００６】
　緑色発光分子の一例は、下記の構造（この構造式中、及び本明細書における後出の構造
式中では、金属への配位結合は直線として描写される）：
【化１】

を有する、Ｉｒ（ｐｐｙ）３と表示されるトリス（２－フェニルピリジン）イリジウムで
ある。
【０００７】
　本明細書において使用される場合、用語「有機」は、有機光電子デバイスを製作するた
めに使用され得るポリマー材料及び小分子有機材料を含む。「小分子」は、ポリマーでな
い任意の有機材料を指し、且つ「小分子」は実際にはかなり大型であってよい。小分子は
、いくつかの状況において繰り返し単位を含み得る。例えば、長鎖アルキル基を置換基と
して使用することは、「小分子」クラスから分子を排除しない。小分子は、例えばポリマ
ー骨格上のペンダント基として、又は該骨格の一部として、ポリマーに組み込まれてもよ
い。小分子は、コア部分上に構築された一連の化学的シェルからなるデンドリマーのコア
部分として役立つこともできる。デンドリマーのコア部分は、蛍光性又はリン光性小分子
発光体であってよい。デンドリマーは「小分子」であってよく、ＯＬＥＤの分野において
現在使用されているデンドリマーはすべて小分子であると考えられている。
【０００８】
　本明細書において使用される場合、「頂部」は基板から最遠部を意味するのに対し、「
底部」は基板の最近部を意味する。第一層が第二層「の上に配置されている」と記述され
る場合、第一層のほうが基板から遠くに配置されている。第一層が第二層「と接触してい
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る」ことが指定されているのでない限り、第一層と第二層との間に他の層があってもよい
。例えば、間に種々の有機層があるとしても、カソードはアノード「の上に配置されてい
る」と記述され得る。
【０００９】
　本明細書において使用される場合、「溶液プロセス可能な」は、溶液又は懸濁液形態の
いずれかの液体媒質に溶解、分散若しくは輸送することができ、且つ／又は該媒質から堆
積することができるという意味である。配位子は、該配位子が発光材料の光活性特性に直
接寄与していると考えられる場合、「光活性」と称され得る。配位子は、該配位子が発光
材料の光活性特性に寄与していないと考えられる場合には「補助」と称され得るが、補助
配位子は、光活性配位子の特性を変化させることができる。
【００１０】
　本明細書において使用される場合、当業者には概して理解されるであろう通り、第一の
「最高被占分子軌道」（ＨＯＭＯ）又は「最低空分子軌道」（ＬＵＭＯ）エネルギー準位
は、第一のエネルギー準位が真空エネルギー準位に近ければ、第二のＨＯＭＯ又はＬＵＭ
Ｏエネルギー準位「よりも大きい」又は「よりも高い」。イオン化ポテンシャル（ＩＰ）
は、真空準位と比べて負のエネルギーとして測定されるため、より高いＨＯＭＯエネルギ
ー準位は、より小さい絶対値を有するＩＰ（あまり負でないＩＰ）に相当する。同様に、
より高いＬＵＭＯエネルギー準位は、より小さい絶対値を有する電子親和力（ＥＡ）（あ
まり負でないＥＡ）に相当する。頂部に真空準位がある従来のエネルギー準位図において
、材料のＬＵＭＯエネルギー準位は、同じ材料のＨＯＭＯエネルギー準位よりも高い。「
より高い」ＨＯＭＯ又はＬＵＭＯエネルギー準位は、「より低い」ＨＯＭＯ又はＬＵＭＯ
エネルギー準位よりもそのような図の頂部に近いように思われる。
【００１１】
　本明細書において使用される場合、当業者には概して理解されるであろう通り、第一の
仕事関数がより高い絶対値を有するならば、第一の仕事関数は第二の仕事関数「よりも大
きい」又は「よりも高い」。仕事関数は概して真空準位と比べて負数として測定されるた
め、これは「より高い」仕事関数が更に負であることを意味する。頂部に真空準位がある
従来のエネルギー準位図において、「より高い」仕事関数は、真空準位から下向きの方向
に遠く離れているものとして例証される。故に、ＨＯＭＯ及びＬＵＭＯエネルギー準位の
定義は、仕事関数とは異なる慣例に準ずる。ＯＬＥＤについての更なる詳細及び上述した
定義は、参照によりその全体が本明細書に組み込まれる特許文献４において見ることがで
きる。
【発明の概要】
【００１２】
　本発明は、多成分発光層を有する有機発光デバイスを提供する。１つの態様においては
、本発明の有機発光デバイスは、アノード電極と；カソード電極と；前記アノード電極と
前記カソード電極との間に配置された有機発光層とを含み、前記有機発光層が、リン光ド
ーパントと、次の３つの異なる化合物（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）を含むホスト材料とを含
む：（ａ）前記リン光ドーパントの三重項エネルギーよりも大きい三重項エネルギーを有
する電子輸送ホスト化合物；（ｂ）前記リン光ドーパントの三重項エネルギーよりも大き
い三重項エネルギーを有するホール輸送ホスト化合物；（ｃ）分子量が２，０００未満で
あり、少なくとも２．０ｅＶのバンドギャップを有し、且つ前記リン光ドーパントの三重
項エネルギーよりも大きい三重項エネルギーを有する広いバンドギャップを有するホスト
化合物。
【００１３】
　他の態様においては、本発明は、有機発光デバイスを作製する方法であって、第１の電
極を提供する工程と；前記第１の電極の上に有機電界発光層を形成する工程と；前記有機
電界発光層の上に第２の電極を形成する工程とを含み、前記有機電界発光層が、リン光ド
ーパントと、次の３つの異なる化合物（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）を含むホスト材料とを含
む方法を提供する：（ａ）前記リン光ドーパントの三重項エネルギーよりも大きい三重項
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エネルギーを有する電子輸送ホスト化合物；（ｂ）前記リン光ドーパントの三重項エネル
ギーよりも大きい三重項エネルギーを有するホール輸送ホスト化合物；（ｃ）分子量が２
，０００未満であり、少なくとも２．０ｅＶのバンドギャップを有し、且つ前記リン光ド
ーパントの三重項エネルギーよりも大きい三重項エネルギーを有する広いバンドギャップ
を有するホスト化合物。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】図１は、有機発光デバイスを示す。
【図２】図２は、逆構造有機発光デバイス示す。
【図３】図３は、実施例デバイス及び比較デバイスの構造を示す。
【図４】図４は、実施例１のデバイスに用いられる化合物のＨＯＭＯ－ＬＵＭＯエネルギ
ー準位を示す。
【図５】図５は、試験されたデバイスの発光効率対輝度のプロットを示す。
【図６】図６は、試験されたデバイスの外部量子効率（ＥＱＥ）対輝度のプロットを示す
。
【図７】図７は、試験されたデバイスの電流密度対電圧のプロットを示す。
【図８】図８は、試験されたデバイスの電界発光スペクトルを示す。
【図９】図９は、試験されたデバイスの４０ｍＡ／ｃｍ２で動作させたときの経時におけ
る輝度の減衰（即ち、デバイス寿命）のプロットを示す。
【図１０】図１０は、試験されたデバイスの作製に用いられた化合物の化学構造を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　概して、ＯＬＥＤは、アノード及びカソードの間に配置され、それらと電気的に接続さ
れた少なくとも１つの有機層を含む。電流が印加されると、アノードが正孔を注入し、カ
ソードが電子を有機層（複数可）に注入する。注入された正孔及び電子は、逆帯電した電
極にそれぞれ移動する。電子及び正孔が同じ分子上に局在する場合、励起エネルギー状態
を有する局在電子正孔対である「励起子」が形成される。光は、励起子が緩和した際に、
光電子放出機構を介して放出される。いくつかの事例において、励起子はエキシマー又は
エキサイプレックス上に局在し得る。熱緩和等の無輻射機構が発生する場合もあるが、概
して望ましくないとみなされている。
【００１６】
　初期のＯＬＥＤは、例えば、参照によりその全体が組み込まれる米国特許第４，７６９
，２９２号において開示されている通り、その一重項状態から光を放出する発光分子（「
蛍光」）を使用していた。蛍光発光は、概して、１０ナノ秒未満の時間枠で発生する。ご
く最近では、三重項状態から光を放出する発光材料（「リン光」）を有するＯＬＥＤが実
証されている。参照によりその全体が組み込まれる、Ｂａｌｄｏら、「Ｈｉｇｈｌｙ　Ｅ
ｆｆｉｃｉｅｎｔ　Ｐｈｏｓｐｈｏｒｅｓｃｅｎｔ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ　ｆｒｏｍ　Ｏｒ
ｇａｎｉｃ　Ｅｌｅｃｔｒｏｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｔ　Ｄｅｖｉｃｅｓ」、３９５巻、１
５１～１５４、１９９８；（「Ｂａｌｄｏ－Ｉ」）及びＢａｌｄｏら、「Ｖｅｒｙ　ｈｉ
ｇｈ－ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ　ｇｒｅｅｎ　ｏｒｇａｎｉｃ　ｌｉｇｈｔ　ｅｍｉｔｔｉ
ｎｇ　ｄｅｖｉｃｅｓ　ｂａｓｅｄ　ｏｎ　ｅｌｅｃｔｒｏｐｈｏｓｐｈｏｒｅｓｃｅｎ
ｃｅ」、Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．Ｌｅｔｔ．、７５巻、３号、４～６（１９９９）（「Ｂａ
ｌｄｏ－ＩＩ」）。リン光については、参照により組み込まれる米国特許第７，２７９，
７０４号５～６段において更に詳細に記述されている。
【００１７】
　図１は、有機発光デバイス１００を示す。図は必ずしも一定の縮尺ではない。デバイス
１００は、基板１１０、アノード１１５、正孔注入層１２０、正孔輸送層１２５、電子ブ
ロッキング層１３０、発光層１３５、正孔ブロッキング層１４０、電子輸送層１４５、電
子注入層１５０、保護層１５５及びカソード１６０を含み得る。カソード１６０は、第一
の導電層１６２及び第二の導電層１６４を有する複合カソードである。デバイス１００は
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、記述されている層を順に堆積させることによって製作され得る。これらの種々の層の特
性及び機能並びに材料例は、参照により組み込まれるＵＳ７，２７９，７０４、６～１０
段において更に詳細に記述されている。
【００１８】
　これらの層のそれぞれについて、更なる例が利用可能である。例えば、フレキシブル及
び透明基板－アノードの組合せは、参照によりその全体が組み込まれる米国特許第５、８
４４、３６３号において開示されている。ｐ－ドープされた正孔輸送層の例は、参照によ
りその全体が組み込まれる米国特許出願公開第２００３／０２３０９８０号において開示
されている通りの、５０：１のモル比でｍ－ＭＴＤＡＴＡにＦ４－ＴＣＮＱをドープした
ものである。発光材料及びホスト材料の例は、参照によりその全体が組み込まれるＴｈｏ
ｍｐｓｏｎらの米国特許第６，３０３，２３８号において開示されている。ｎ－ドープさ
れた電子輸送層の例は、参照によりその全体が組み込まれる米国特許出願公開第２００３
／０２３０９８０号において開示されている通りの、１：１のモル比でＢＰｈｅｎにＬｉ
をドープしたものである。参照によりその全体が組み込まれる米国特許第５，７０３，４
３６号及び同第５，７０７，７４５号は、上を覆う透明の、導電性の、スパッタリング蒸
着したＩＴＯ層を持つＭｇ：Ａｇ等の金属の薄層を有する複合カソードを含むカソードの
例を開示している。ブロッキング層の理論及び使用は、参照によりその全体が組み込まれ
る米国特許第６，０９７，１４７号及び米国特許出願公開第２００３／０２３０９８０号
において更に詳細に記述されている。注入層の例は、参照によりその全体が組み込まれる
米国特許第７，０７１，６１５号において提供されている。保護層についての記述は、参
照によりその全体が組み込まれる米国特許第７，０７１，６１５号において見ることがで
きる。
【００１９】
　図２は、反転させたＯＬＥＤ２００を示す。デバイスは、基板２１０、カソード２１５
、発光層２２０、正孔輸送層２２５、及びアノード２３０を含む。デバイス２００は、記
述されている層を順に堆積させることによって製作され得る。最も一般的なＯＬＥＤ構成
はアノードの上に配置されたカソードを有し、デバイス２００はアノード２３０の下に配
置されたカソード２１５を有するため、デバイス２００は「反転させた」ＯＬＥＤと称さ
れることがある。デバイス１００に関して記述されたものと同様の材料を、デバイス２０
０の対応する層において使用してよい。図２は、いくつかの層が如何にしてデバイス１０
０の構造から省略され得るかの一例を提供するものである。
【００２０】
　図１及び２において例証されている単純な層構造は、非限定的な例として提供されるも
のであり、本発明の実施形態は多種多様な他の構造に関連して使用され得ることが理解さ
れる。記述されている特定の材料及び構造は、事実上例示的なものであり、他の材料及び
構造を使用してよい。機能的なＯＬＥＤは、記述されている種々の層を様々な手法で組み
合わせることによって実現され得るか、又は層は、設計、性能及びコスト要因に基づき、
全面的に省略され得る。具体的には記述されていない他の層も含まれ得る。具体的に記述
されているもの以外の材料を使用してよい。本明細書において提供されている例の多くは
、単一材料を含むものとして種々の層を記述しているが、ホスト及びドーパントの混合物
等の材料の組合せ、又はより一般的には混合物を使用してよいことが理解される。また、
層は種々の副層を有してもよい。本明細書における種々の層に与えられている名称は、厳
しく限定することを意図するものではない。例えば、デバイス２００において、正孔輸送
層２２５は正孔を輸送し、正孔を発光層２２０に注入し、正孔輸送層又は正孔注入層とし
て記述され得る。一実施形態において、ＯＬＥＤは、カソード及びアノードの間に配置さ
れた「有機層」を有するものとして記述され得る。有機層は単層を含んでいてよく、又は
、例えば図１及び２に関して記述されている通りの異なる有機材料の多層を更に含んでい
てよい。
【００２１】
　参照によりその全体が組み込まれるＦｒｉｅｎｄらの米国特許第５，２４７，１９０号
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において開示されているもののようなポリマー材料で構成されるＯＬＥＤ（ＰＬＥＤ）等
、具体的には記述されていない構造及び材料を使用してもよい。更なる例として、単一の
有機層を有するＯＬＥＤが使用され得る。ＯＬＥＤは、例えば、参照によりその全体が組
み込まれるＦｏｒｒｅｓｔらの米国特許第５，７０７，７４５号において記述されている
通り、積み重ねられてよい。ＯＬＥＤ構造は、図１及び２において例証されている単純な
層構造から逸脱してよい。例えば、基板は、参照によりその全体が組み込まれる、Ｆｏｒ
ｒｅｓｔらの米国特許第６，０９１，１９５号において記述されている通りのメサ構造及
び／又はＢｕｌｏｖｉｃらの米国特許第５，８３４，８９３号において記述されている通
りのくぼみ構造等、アウトカップリングを改良するための角度のついた反射面を含み得る
。
【００２２】
　別段の規定がない限り、種々の実施形態の層のいずれも、任意の適切な方法によって堆
積され得る。有機層について、好ましい方法は、参照によりその全体が組み込まれる米国
特許第６，０１３，９８２号及び同第６，０８７，１９６号において記述されているもの
等の熱蒸着、インクジェット、参照によりその全体が組み込まれるＦｏｒｒｅｓｔらの米
国特許第６，３３７，１０２号において記述されているもの等の有機気相堆積（ＯＶＰＤ
）、並びに参照によりその全体が組み込まれる米国特許出願第１０／２３３，４７０号に
おいて記述されているもの等の有機気相ジェットプリンティング（ＯＶＪＰ）による堆積
を含む。他の適切な堆積法は、スピンコーティング及び他の溶液ベースのプロセスを含む
。溶液ベースのプロセスは、好ましくは、窒素又は不活性雰囲気中で行われる。他の層に
ついて、好ましい方法は熱蒸着を含む。好ましいパターニング法は、参照によりその全体
が組み込まれる米国特許第６，２９４，３９８号及び同第６，４６８，８１９号において
記述されているもの等のマスク、冷間圧接を経由する堆積、並びにインクジェット及びＯ
ＶＪＤ等の堆積法のいくつかに関連するパターニングを含む。他の方法を使用してもよい
。堆積する材料は、特定の堆積法と適合するように修正され得る。例えば、分枝鎖状又は
非分枝鎖状であり、且つ好ましくは少なくとも３個の炭素を含有するアルキル及びアリー
ル基等の置換基は、溶液プロセシングを受ける能力を増強するために、小分子において使
用され得る。２０個以上の炭素を有する置換基を使用してよく、３～２０個の炭素が好ま
しい範囲である。非対称構造を持つ材料は、対称構造を有するものよりも良好な溶液プロ
セス性を有し得、これは、非対称材料のほうが再結晶する傾向が低くなり得るからである
。溶液プロセシングを受ける小分子の能力を増強するために、デンドリマー置換基が使用
され得る。
【００２３】
　本発明の実施形態に従って製作されたデバイスは、フラットパネルディスプレイ、コン
ピュータモニター、テレビ、掲示板、屋内若しくは屋外照明及び／又は信号送信用のライ
ト、ヘッドアップディスプレイ、完全透明ディスプレイ、フレキシブルディスプレイ、レ
ーザープリンター、電話、携帯電話、パーソナルデジタルアシスタント（ＰＤＡ）、ラッ
プトップコンピュータ、デジタルカメラ、カムコーダー、ファインダー、マイクロディス
プレイ、車、大面積壁、劇場又はスタジアムのスクリーン、或いは看板を含む多種多様な
消費者製品に組み込まれ得る。パッシブマトリックス及びアクティブマトリックスを含む
種々の制御機構を使用して、本発明に従って製作されたデバイスを制御することができる
。デバイスの多くは、摂氏１８度から摂氏３０度、より好ましくは室温（摂氏２０～２５
度）等、ヒトに快適な温度範囲内での使用が意図されている。
【００２４】
　本明細書において記述されている材料及び構造は、ＯＬＥＤ以外のデバイスにおける用
途を有し得る。例えば、有機太陽電池及び有機光検出器等の他の光電子デバイスが、該材
料及び構造を用い得る。より一般的には、有機トランジスタ等の有機デバイスが、該材料
及び構造を用い得る。
【００２５】
　ハロ、ハロゲン、アルキル、シクロアルキル、アルケニル、アルキニル、アリルキル、
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あり、参照により本明細書に組み込まれる米国特許第７，２７９，７０４号の３１～３２
段において定義されている。
【００２６】
　有機発光デバイス中の発光層のホスト材料は、アノード及びカソードから注入された電
荷キャリアの輸送及び再結合のための固体媒体を提供する。ホスト材料に使用される化合
物は、それらの電荷輸送性に従って分類することができる。主に電子輸送性であるホスト
化合物もあれば、主にホール輸送性であるホスト化合物もある。ホスト化合物は、１つの
種類の電荷を主に輸送するとして特徴付けることができるが、本発明における化合物は、
両方の種類の電荷を輸送してもよい。
【００２７】
　１つの態様においては、本発明の有機発光デバイスは、ホスト材料に分散されたリン光
ドーパントを含む有機電界発光層を有する。前記ホスト材料は、少なくとも３つの異なる
化合物：広いバンドギャップを有するホスト化合物、電子輸送ホスト化合物、及びホール
輸送ホスト化合物の混合物である。「ホスト化合物」及び「コホスト」という用語は、相
互変換可能に用いられる。ホスト化合物及びコホスト化合物は、リン光ドーパントの三重
項エネルギーよりも大きな三重項エネルギーを有する。このエネルギー構成により、ドー
パントにおける三重項励起状態の閉じ込めが可能になる。発光層における更なるコホスト
の使用により、励起子と電荷キャリアとの相互作用を低減することができ、これにより励
起子の消滅が低減され、デバイス効率及び／又は寿命を改善することができる。
【００２８】
　更に、広いバンドギャップを有するホスト化合物は、少なくとも２．０ｅＶのＨＯＭＯ
－ＬＵＭＯバンドギャップを有する。用いるリン光ドーパントに応じて、幾つかの場合に
おいては、広いバンドギャップを有するホスト化合物は、少なくとも２．５ｅＶのＨＯＭ
Ｏ－ＬＵＭＯバンドギャップを有し、幾つかの場合においては、少なくとも３．０ｅＶの
ＨＯＭＯ－ＬＵＭＯバンドギャップを有する。幾つかの場合においては、広いバンドギャ
ップを有するホスト化合物のＨＯＭＯ－ＬＵＭＯバンドギャップは、電子輸送ホスト化合
物及びホール輸送ホスト化合物のＨＯＭＯ－ＬＵＭＯバンドギャップと同等又はそれより
も大きい。広いバンドギャップを有するホスト化合物は、発光層中でいずれのタイプの電
荷も容易には輸送しない。特に、広いバンドギャップを有するホスト化合物は、ホール輸
送コホストよりも低いホール移動度を有し、且つホール輸送コホストよりも低い電子移動
度を有する。幾つかの場合においては、広いバンドギャップを有するホスト化合物は、２
，０００未満の分子量を有し、幾つかの場合においては、１，５００未満の分子量を有し
、幾つかの場合においては、９００未満の分子量を有する。幾つかの場合においては、広
いバンドギャップを有するホスト化合物は、小分子である。広いバンドギャップを有する
ホスト化合物は、発光層の他の成分と十分に混合することができ、アモルファス膜の形成
を促進できることが好ましい。
【００２９】
　前記広いバンドギャップを有するホスト化合物として好適に用いられる広いバンドギャ
ップを有する化合物としては、米国特許出願公開第２００４／０２０９１１５号及び第２
００４／０２０９１１６号（いずれもＴｈｏｍｐｓｏｎ　ｅｔ　ａｌ．による）に記載さ
れている化合物が挙げられる。幾つかの場合においては、前記広いバンドギャップを有す
るホスト化合物は、下記の部分の少なくとも１つを分子中に含む。
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【００３０】
　前記化学構造式中、Ｒ１～Ｒ７は、それぞれ独立して、水素、重水素、アルキル、アル
コキシ、アミノ、アルケニル、アルキニル、アリールアルキル、ヘテロアルキル、アリー
ル、又はヘテロアリールであり；ｋは、０～２０の整数であり；Ｘ１～Ｘ８は、それぞれ
独立して、ＣＨ又はＮである。前記広いバンドギャップを有するホスト化合物として用い
ることができる有機化合物の具体例としては、下記の化合物が挙げられる。
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【化３】

【００３１】
　発光層のホスト材料は、電子輸送ホスト化合物を更に含み、前記電子輸送ホスト化合物
は、発光層中で主に電子輸送を行う（即ち、ホール移動度よりも大きい電子移動度を有す
る）任意の化合物とすることができる。幾つかの場合においては、電子輸送ホスト化合物
は、２，０００未満の分子量を有し、幾つかの場合においては、１，５００未満の分子量
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は、電子輸送ホスト化合物は、小分子である。電子輸送コホストのバンドギャップは、リ
ン光ドーパントのバンドギャップよりも大きく、幾つかの場合においては、電子輸送コホ
ストのバンドギャップは、少なくとも２．０ｅＶである。
【００３２】
　幾つかの場合においては、電子輸送ホスト化合物は、オキサジアゾール、ベンゾイミダ
ゾール、トリアゾール、トリアジン、ベンゾチアゾール、又はカルバゾールとすることが
できる。幾つかの場合においては、電子輸送コホストは、アルミニウム、亜鉛、又はベリ
リウムの錯体などの有機金属錯体とすることができる。このような有機金属錯体としては
、下記の錯体が挙げられる。
【化４】

【００３３】
　幾つかの場合においては、電子輸送コホストは、下記の部分の少なくとも１つを分子中
に含む有機化合物である。
【化５】

【００３４】
　前記化学構造式中、Ｘ１～Ｘ８は、ＣＨ又はＮであり、Ｘ１～Ｘ８の少なくとも１つは
Ｎである。電子輸送コホストとして用いることができる有機化合物の具体例としては、下
記の化合物が挙げられる。
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【化６】

【００３５】
　発光層のホスト材料は、ホール輸送ホスト化合物を更に含み、前記ホール輸送ホスト化
合物は、発光層中で主にホール輸送を行う（即ち、電子移動度よりも大きいホール移動度
を有する）任意の化合物とすることができる。幾つかの場合においては、ホール輸送ホス
ト化合物は、２，０００未満の分子量を有し、幾つかの場合においては、１，５００未満
の分子量を有し、幾つかの場合においては、９００未満の分子量を有する。幾つかの場合
においては、ホール輸送ホスト化合物は、小分子である。ホール輸送コホストのバンドギ
ャップは、リン光ドーパントのバンドギャップよりも大きく、幾つかの場合においては、
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ホール輸送ホスト化合物のバンドギャップは、少なくとも２．０ｅＶである。幾つかの場
合においては、電子輸送ホスト化合物のＬＵＭＯエネルギー準位は、ホール輸送ホスト化
合物のＬＵＭＯエネルギー準位と同等又はそれよりも低い（同等に電気陰性である又はよ
り電気陰性である）。幾つかの場合においては、ホール輸送ホスト化合物のＨＯＭＯエネ
ルギー準位は、ホール輸送ホスト化合物のＨＯＭＯエネルギー準位と同等又はそれよりも
高い（同等に電気陰性である又はより電気陰性ではない）。有機化合物のＨＯＭＯ及びＬ
ＵＭＯ準位を見積もる方法は、米国特許第７，０４５，９５２号に記載の方法など、当該
技術分野においてよく知られており、電子構造モデリングのためのガウシアンソフトフェ
アプログラムなどの市販のソフトウェアパッケージを用いて計算することができる。
【００３６】
　幾つかの場合においては、電子輸送コホストは、イリジウム又は亜鉛の錯体などの有機
金属錯体とすることができる。電子輸送コホストとして用いることができる有機金属錯体
としては、下記の錯体が挙げられる。
【化７】

【００３７】
　幾つかの場合においては、ホール輸送コホストは、カルバゾール又はトリアリールアミ
ン化合物であり、例えば、下記の部分の少なくとも１つを分子中に含むカルバゾール又は
トリアリールアミン化合物などである。
【化８】

【００３８】
　ホール輸送コホストとして用いることができる有機化合物の具体例としては、下記の化
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【化９】
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【化１０】

【００３９】
　任意の好適なリン光ドーパントを発光層に用いることができ、例えば、下記の表３のド
ーパントが挙げられる。コホストの選択は、リン光ドーパントの選択によって変わる。幾
つかの実施形態においては、電界発光層は、更なるドーパントを含む。例えば、電界発光
層は、増感剤ドーパントとして第１のリン光ドーパントを、リン光又は蛍光のいずれでも
よい発光体として第２のドーパントを含んでもよい。増感剤ドーパントは、ホストから発
光体ドーパントへのエネルギー移動を助ける。この場合、発光体ドーパントは、増感剤ド
ーパントの三重項エネルギーよりも低い三重項エネルギーを有し、増感剤ドーパントの三
重項エネルギーは、ホスト化合物の三重項エネルギーよりも低い。このように複数のドー
パントを用いることは、発光色の調節、寿命の延長、及び／又はデバイス効率の改善のた
めに有用となり得る。
【００４０】
　ドーパント、広いバンドギャップを有するホスト化合物、電子輸送ホスト化合物、及び
ホール輸送ホスト化合物の相対量は、特定の用途に応じて変わる。本発明の混合されたホ
スト材料を用いることにより、発光層中のドーパント濃度を低下させることができる。幾
つかの場合においては、ドーパントは、発光層の０．５～１０ｗｔ％の量で存在し、広い
バンドギャップを有するホスト化合物は、１０～６０ｗｔ％の量で存在し、電子輸送ホス
ト化合物は、１０～６０ｗｔ％の量で存在し、ホール輸送ホスト化合物は、１０～６０ｗ
ｔ％の量で存在する。しかしながら、他の濃度も可能である。ドーパントが複数ある場合
には、各ドーパントは、発光層の０．５～１０ｗｔ％の量で存在することができる。
【００４１】
　発光層の化合物は、任意の好適な堆積技術を用いて堆積させることができ、例えば、真
空熱蒸着などの気相堆積技術が挙げられる。発光層における各種化合物は、別々に又は組
み合わせて堆積させることができる。例えば、各化合物を個別に制御された速度で堆積し
てもよいし、或いは、ホスト化合物の２つ以上を予め混合し、次いで一緒に蒸着してもよ
い。
【実施例】
【００４２】
　図３に示す構造を有する実験デバイス（実施例１）を作製した。図１０は、デバイスの
作製に使用した化合物の幾つかの化学構造を示す。デバイスは、ＩＴＯアノード及びＬｉ
Ｆ／Ａｌカソードを有する。アノードとカソードとの間に挟まれているのは、化合物ＨＩ
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Ｌ－１からなる厚み１００Åのホール注入層、ＮＰＤからなる厚み４００Åのホール輸送
層、厚み３００Åの発光層、化合物Ｈ２からなる厚み１００Åのブロッキング層、及びＡ
ｌｑからなる厚み４５０Åの電子輸送層である。発光層は、ホストとして化合物Ｈ２を、
コホストとして４０ｗｔ％の濃度で化合物Ｈ１を、コホストとして２０ｗｔ％の濃度で化
合物Ｓ１を、４ｗｔ％の濃度でドーパントＲ１を用いて作製した。これらの化合物のＨＯ
ＭＯ－ＬＵＭＯエネルギー準位を、下記の図４及び表１に示す。発光層は、これらの化合
物の真空熱蒸着を個別に制御された速度で行うことにより堆積させた。
【００４３】
【表１】

【００４４】
　比較デバイスＣＥ１～４は、発光層の組成が異なる以外は、実験デバイス実施例１と同
一の構造を有する。比較デバイスＣＥ５は、ブロッキング層を設けず、電子輸送層の厚み
が５５０Åであり、発光層の組成が異なること以外は、実験デバイス実施例１と同一の構
造を有する。下記の表２は、これらのデバイスにおける発光層の組成を示す。
【００４５】
　これらのデバイスを各種試験プロトコルに付し、その性能を評価した。図８は、これら
のデバイスからの発光の電界発光スペクトルを示す。下記の表２は、１９３１ＣＩＥ色空
間座標、λｍａｘ、及び発光ピークの半値全幅（ＦＨＷＭ）を示す。これらのデータから
、発光のスペクトル特性が、比較デバイスと比べて実施例１の実験デバイスでは、あまり
変化しなかったことが分かる。
【００４６】
　図５は、試験デバイスの発光効率対輝度のプロットを示す。同図に見られるように、実
験デバイス実施例１は、広範囲の輝度レベルに亘ってより高い発光効率を有する。この改
善された発光効率は、表２における１，０００ニト及び１０，０００ニトでデバイスを動
作させたときのＬＥ（発光効率）の欄にも示されている。
【００４７】
　図６は、試験デバイスの外部量子効率（ＥＱＥ）対輝度のプロットを示す。同図に見ら
れるように、実験デバイス実施例１は、広範囲の輝度レベルに亘ってより高い外部量子効
率を有する。この改善された外部量子効率は、表２における１，０００ニト及び１０，０
００ニトでデバイスを動作させたときのＥＱＥの欄にも示されている。
【００４８】
　図７は、試験デバイスの電流密度対電圧（即ち、Ｊ－Ｖプロット）を示す。同図に示さ
れるように、実験デバイス実施例１は、比較デバイスと同等のＪ－Ｖ特性を有する。表２
もまた、１，０００ニト及び１０，０００ニトで動作させたときの実験デバイス実施例１
の改善された電力効率（ＰＥ）を示している。
【００４９】
　図９は、試験デバイスを室温にて４０ｍＡ／ｃｍ２の一定のＤＣ電流密度で動作させた
ときの経時における輝度の減衰（即ち、デバイス寿命）のプロットを示す。表２もまた、
輝度が初期レベルの９５％（ＬＴ９５％）まで減衰するまでの動作時間を示している。デ
バイスは、それぞれ異なる発光効率を有するので、４０ｍＡ／ｃｍ２での各デバイスの初
期輝度も表２に示す。デバイス安定性の比較のために、ＬＴ９５％及び４０ｍＡ／ｃｍ２

で動作させたときのデバイスの初期輝度からの加速係数を２と仮定して、同一輝度におけ
る１０，０００ニトのＬＴ９５％を計算した。これらのデータから、本発明のデバイスが
改善された動作効率とより長い寿命を有することができることが分かる。これらの改善は
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高い程度の励起子消滅が生じている。
【表２－１】

【表２－２】

【００５０】
　本明細書において記述されている種々の実施形態は、単なる一例としてのものであり、
本発明の範囲を限定することを意図するものではないことが理解される。例えば、本明細
書において記述されている材料及び構造の多くは、本発明の趣旨から逸脱することなく他
の材料及び構造に置き換えることができる。したがって、特許請求されている通りの本発
明は、当業者には明らかとなるように、本明細書において記述されている特定の例及び好
ましい実施形態からの変形形態を含み得る。なぜ本発明が作用するのかについての種々の
理論は限定を意図するものではないことが理解される。
【００５１】
　リン光ドーパントの例
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【表３－１】
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【表３－２】
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【表３－３】
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【表３－４】
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【表３－５】
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【表３－６】
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【表３－７】
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【表３－８】

【先行技術文献】
【特許文献】
【００５２】
【特許文献１】米国特許第５，８４４，３６３号明細書
【特許文献２】米国特許第６，３０３，２３８号明細書
【特許文献３】米国特許第５，７０７，７４５号明細書
【特許文献４】米国特許第７，２７９，７０４号明細書
【符号の説明】
【００５３】
　１００　有機発光デバイス
　１１０　基板
　１１５　アノード
　１２０　正孔注入層
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　１２５　正孔輸送層
　１３０　電子ブロッキング層
　１３５　発光層
　１４０　正孔ブロッキング層
　１４５　電子輸送層
　１５０　電子注入層
　１５５　保護層
　１６０　カソード
　１６２　第一の導電層
　１６４　第二の導電層
　２００　反転させたＯＬＥＤ、デバイス
　２１０　基板
　２１５　カソード
　２２０　発光層
　２２５　正孔輸送層
　２３０　アノード
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【図７】
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【図９】
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